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Ａ．研究目的 
Ａ．研究目的 
月経困難症が中程度以上あるにもかかわら

ず現在通院していない女性に対して、どのよ

うな支援があれば受診行動につながるのか

明らかにすることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
マクロミル社によるオンラインアンケート

調査を実施した。対象は、18～49 歳女性の

うち、Dysmenorrhea Score 3 点以上の月経

困難症があり、月経困難症について以下のい

ずれかに当てはまるものを対象とした。「①

一度も医療機関を受診したことがない」

(n=3,195)「②受診したことがあるが継続的

に受診するようにすすめられたが通院しな

くなった」（n=513)対象者の年齢中央値は 36

歳だった。 
 
Ｃ．研究結果 
医療機関に今受診していない理由について 
(1)「お金の余裕がない」：①46.6%、②59.6%。

世帯年収が低いほど該当割合が高い傾向。 
(2)「時間がない」：①64.7%、②79.3%。世帯

年収が低いほど該当割合が高い傾向。 
(3)「受診する必要性を感じないから」：①

72.0%。 
①より②の方が、(1)(2)に該当割合が高い傾

向で、それは世帯年収には関連していなかっ

た。 
時間や金銭負担の心配がなければ、医療機関

に受診したいと考えているのは、全体の

61.8%だった。これは、世帯年収、就労の有

無や勤務時間の形態で差はなかった。 

研究要旨 

本研究は中等度以上の月経困難症がありながら現在通院していない 18～49歳女性を対象に、

受診行動を促す支援の在り方を明らかにすることを目的とした。オンライン調査の結果、金銭

的・時間的負担が受診抑制要因であり、自己負担 1000 円・1 時間以内であれば半数以上が受診

意向を示した。これは就業の有無や、世帯年収に関連がなかった。オンライン診療にも一定の効

果が見られたが、支援にかかわらず受診しない層も存在した。 
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一か月の医療費（検査・投薬料金含む）の自

己負担がいくらまでなら受診するか（一択）。 
「500 円までなら受診する」は 23.6%、「1000
円までなら受診する」は 29.6%、「2000 円ま

でなら受診する」は 17.7％が選択した。一方

で、「無料でも受診しない」を選択したのは

11.6%だった。すなわち、自己負担 1000 円

で 64.8%、自己負担 2000 円で 35.2％が受診

する意向を示した。これは就業の有無や勤務

時間の形態に関係ない傾向だった。 
世帯年収 200 万円未満の人では、自己負担

1000 円ならば 54.8%、自己負担 2000 円な

らば25.12％が受診すると考えられる結果だ

った。世帯年収 400 万以上 800 万円未満の

人では、全体での結果とほんど変わらない傾

向だった。 
月々、平日日中の受診にかかる時間的負担

（移動時間、待合時間など含む）がどの程度

であれば、受診するかの質問（択一）。 
「1 時間以内なら受診する」は 71.4%、「2 時

間以内なら受診する」は 11.4%であるのに対

して、「かかる時間を問わず受診しない」は

15.0%だった。すなわち、時間的負担が 1 時

間ならば 85.0％、2 時間ならば 13.6%が受診

すると考えられる。これは、世帯年収、就業

の有無や勤務時間の形態に関係ない傾向だ

った。 
オンライン診療について 
医療費（検査・投薬料金含む）の自己負担額

が対面診療と同じと仮定してオンライン診

療があればあなたは受診するようになる、と

答えたのは、46.9%だった。これは、年代、

就業の有無や勤務時間の形態に関係ない傾

向だった。 
勤務している人（n=2,634）では、出社とリ

モートの割合が、「リモートの方が多い」人

(n=61)では、70.5%だった。医療機関を受診

していない理由について、「時間がないから」

にあてはまると答えた人の方が、オンライン

診療であれば受診すると答える傾向だった。 
 
Ｄ．考察 
・中等度の月経困難症があり、その症状につ

いて現在通院していない女性の多くが、金銭

的および時間的負担を理由に受診をひかえ

ている。世帯年収が少ないほど、時間負担お

よび金銭負担を理由に挙げている女性が多

かった。 
・自己負担 1000 円以下になれば 54.8－
64.8%が受診すると考えられ、自己負担2000
円になれば 25.1～35.2％まで減少する。就業

の有無、勤務時間の形態に関係なく、少なく

とも世帯年収が 800 万円未満なら同じ傾向

であった。 
・時間的負担についても、1 時間ならば

85.0％、2 時間ならば 13.6%が受診すると考

えられる。これは、世帯年収、就業の有無や

勤務時間の形態に関係ない傾向だった。 
・オンライン診療は一定の効果が見込まれ

るが、半数以上の人は受診しない。 
・11～15％は支援内容に関わらず受診しな

いと考えられる層が存在する。 
 
Ｅ．結論 
受診に対する金銭的および時間的負担を軽

減することで、中等度の月経困難症について

現在通院していない女性の 50％以上が受診

する可能性がある。これは、就業の有無や、

勤務時間の形態、世帯年収に関係なかった。 
 
Ｆ．研究発表 
 1.  論文発表 
 なし 
2.  学会発表 
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